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〈資 料 紹 介〉
*
欧州議会の直接普通選挙制
大 谷 良 雄
1序
欧 州 共 同 体(1esCommunaut6seurop6ennes)加盟9力 国 政 府 首 脳 は,
(1)
1974年12月の パ リ会談において,か ねてか ら懸案 であ った欧州議会の直接
(2)
選挙制をで きるだけ早期に実現すべ き ことに合意 した。欧州議会(leParle一
*本 稿 は,昨 年 同 様,本 年3月 に 実 施 され た 日本貿 易 振 興 会 の委 嘱 に よる欧 州 共
同体 本 部 及 び 主 要 加 盟 国 に お け る調 査 活 動 の折 に 入 手 した 資 料 に も とつ くもの で
あ る。 と くに,本 資 料 の入 手 に あ た っ て,ル クセ ン ブル グ の欧 州議 会 事 務 局 資 料
部PeterSmith氏 に御 尽 力 を い た だ い た.又,そ の コ メ ン トにつ い て は,ブ リ
ュ ッセ ル の 欧 州共 同体 本 部 法 制 局 のM.P.Karpenstein博士 に,昨 年 同様,貴
重 な御 教 示 を い た だ い た.
(1)欧州議 会 に お け る 直 接 選 挙 制 の 問 題 は,欧 州経 済 共 同体 が 設 立 され た 直 後 の
1958年10月に す で に 検 討 を 開 始 され て い る.欧 州議 会 の 政 治 委 員 会 の も とに
Dehouse氏を長 とす る 作 業 部 会 が 設 け られ,1960年2月 に はDehouse報 告 な
る報 告 書 が ま とめ られ,1960年5月17日 に直 接 選 挙 規 程 案 と して,欧 州議 会 に
よっ て採 択 され た.こ れ は 直 ち に 理 事 会 に送 付 さ れ た が,理 事 会 は,そ の後10
年 近 くの間,こ れ を審 議 せ ず に 放 置 して い た.そ の 主 な理 由 は,超 国 家 的 性 格
を もった 制 度 の導 入 を 嫌 う ドゴー ル 大 統 領 の 反 対 に よ る もの といわ れ て い る.
R。LEGRAND-LANEetE.BUBBA,"1/61ectionduParlementeuro-
P6enausuffrageuniverseldirect,"RevueduMaシeh6Commun,octobre
1971,pp.231-232.その 間,欧 州議 会 は,1963年6月27日 に 「欧 州 議 会 の権 限
及 び 権 能 に 関す る決 議 」(R6solutionsurlescomp6tencese七lespouvoirs
duParlementeurop6en,doc.31/1963)を採 択 し,理 事 会 及 び各 加 盟 国 が こ
の 問 題 を早 急 に と りあ げ て 検 討 す る よ うに 要 請 して い る.又,1969年 に も決 議
(doc.214/68-69)を採 択 し,理 事 会 が 速 や か に 当 該 問 題 の検 討 を 開 始 しなけ れ
ば,ロ ー マ 条 約 第175条 の規 定 に も とつ い て,義 務 不 履 行 の故 を も って,共 同体
司法 裁 判 所 へ提 訴 す る旨 の示 唆 を 行 った.こ の た め,理 事 会 は,1%9年5月12
日,常 駐 代 表 委 員 会(leComit6desrepr6sentantspermanents)に命 じて欧
州議 会 の 直 接選 挙 制 の問 題 に つ い て検 討 を 開始 させ た.そ の 間 及 び そ の後 の経 緯
に つ い て は,次 を 参 照.S.PATIJN,"R6surpedes6venementsquionteu
lieuen七re1960et1973,"Recuil4eTextestir64uRap少ortPATrp>(doc.
368/74),pp.37--39.
(2)N・u・ie'm・R・PP・・tggngmlsu・1'・・ti・ite'desC・inmunaute'seu・・Pe'・nnes,
PP.15-16.
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menteuroP6en)は,現在,ロ ーマ条約第138条1項 に もとついて,各 加盟
国の議会がその議員 の うちか ら 自国の定め る 手続に従 って 指名す る.代表 に
よって構成 されてい るが,直 接 普通選 挙(1'61ectionausuffrageuniversel
direct)によって 各 国 の 国民が 直接 に 欧 州議会 の 議員を 選 出す る ことが 欧
ゆ
州統 合へ向けて 前進す る不可欠 な 一歩であ ると 認識 され ている。 各 国首脳
は,1978年の実施 を 目指 して 選 挙規約草案 を作成す るよ うに 欧 州議会 に要
・ 請 し,欧 州議会 は これを受け て1975年1月14日 の会期 において ,政 治委員
会 の名 の下にPATIJN氏 に よって 作成 された 報告を もとに,直 接普通選
挙規程案(Projetde'Conventioninstituant1'61ectiondesmembresdu
ParlementeuroP6enausuffrageuniverseldirect)を採択 した。共同体
各 国政府首脳 は,こ の規程案を基礎 として,欧 州議会の直接 普通選挙が1978
年 の3月 か ら6月 まで の期間の同一 日(bunedateunique)に実施 され る
　の
ことを決定 した。そ の後,イ ギ リス 及 び デ ンマー クの2力 国が1978年の実
くの
施には留保を付 してお り,現時点において情勢はいまだに流動的であるけれ
ども,本 稿では,こ の直接普通選挙規程案の内容を紹介 し,その若干の問題
点について述べてみる。
且 欧州議会の直接普通選挙規程案
まず,欧 州議会 に よって,1975年1月14日 に採択 され た 直接普通選挙規
　の
程 案 を フ ラ ン ス 語 原 文 よ り訳 出 し,そ の 仮 訳 を 次 に 掲 げ る 。
(3)現在,欧 州議 会 は,P-一 マ条 約 第138条1項 及 び2項 の 規 定 に も とつ い て 構 成
され て い るが,同 条3項 の規 定 に よ り,欧 州議 会 及 び 理 事 会 は 現 在 の 「間 接 的 選
出 」 の手 続 を 「直 接 的 選 出」 の 手 続 に よっ て代 え るべ き任 務 を 負わ され てい る.'
従 っ て,欧 州 議 会 に お け る直 接 普 通 選 挙 の実 施 は,ロ ー マ条 約 に よ って 欧 州議 会
と理 事 会 に課 せ られ た 義 務 で もあ る と もい え る.
(4)NeuviimeRaPPort86η67α」,op.cit.,p.15.規程 案 第13条で は,お そ く と も
1978年5月 の第1日 曜 日と して い る.
(5)TheEconomist,February21,1976.p.57.
(6)JournalofficieldesCommunaut6seuro少6ennes,18eann6en。C32,11
f6vrier1975.pp.15--19.
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欧州議会直接普通選挙規程案
欧州共同体理事会は,
一 欧州共同体加盟国国民の自由に表 明された意思に よって欧州議会に課
せ られた使命を正当なものとして認めることを決意 し,
直接普通選挙に よる欧州議会の代議的性格を強調 し,
欧州石炭鉄鋼共同体を 設立する 条約第21条3項 及び 第96条を考慮
し,
欧州経済共同体を設立する条約第138条3項及び第236条を考慮 し,
欧州原子力共同体を 設立する 条約第108条3項 及び 第204条を考慮
し,
欧州議会によって起草 され,1975年1月14日に採択された規程案を
考慮 し,
次の諸規定を定め加盟国が採択することを勧告す る。
第1章 一 般 規 定
　の
第1条 各 国国民 の代表 であ る欧州議会 の議 員は直接普通選挙に よって選 出
され る。
第2条1.各 加盟 国において選 出され る議 員の数 は次 の如 く定め られ る。
ベルギ ー(23),デンマ 一ーク(17),西 ドイ ツ(71),フランス(65),アイ
ル ラソ ド(13),イタ リー(66),ルクセンブル グ(6),オ ラソダ(27),
イギ リス(67),総計355
2.欧 州議会,委 員会 も しくは各加盟 国政府は第1項 に定 め られた議員の
定数 を修正す る草 案を理事会に提 出す ることがで きる。
修正 は本規程第14条 に規定 された 手続 に従 い必要 な場合には 変更を受け
て行われ る。
第3条1.議 員の任期 は5年 とす る。
(7)「直接」(direct)及び 「普通」(universel)という語の意味は,欧 州議会の議
員を選挙権者が直接に選出すること及び共同体のすべての領域で選挙が行われる
ことを意味するとされる.RaPPortPATIJI>,op.cit,p.15.
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2.任 期は各選挙の後に開催 される最初の会期の開催 日に開始す る。
第4条1.議 員は各 自個別に投票 し,他からの指示や命令を受けてはなら
ない。
2.議 員の独立性 と特権は国内議会の議員と同程度に国内立法によって保
障 される。
第5条 欧州議会議員の身分は,国 内議会議員の身分と両立する。
第6条 欧州議会議員の身分は次に掲げるものとは両立 しない。
一 加盟国政府閣僚
一 共同体委員会委員 、
一 共同体司法裁判所の裁判官,検察官もしくは書記官
一 欧州石炭鉄鋼共同体の評議会委員及び欧州経済共同体ならびに欧州
原子力共同体の経済社会評議会委員
一 共同体基金の管理 もしくは行政事務の永続的かつ直接的任務のため
に,欧 州石炭鉄鋼共同体,欧 州経済共同体及び欧州原子力共同体を設
立する諸条約にもとついてもしくはそれ らを適用 して設置 された評議
会又は機関の構成員
一 欧州投資銀行の管理理事会もしくは管理評議会の委員もしくはその
雇員
一 欧州共同体の諸機関も しくはそれに関連する専門機関の職員又は吏
員
2.本 規程の第7条1項 に予定 された特別規則の発効を留保 して,身 分の
非両立性に関する国内規定が必要な場合には変更を受けて適用 される。
3.任 期の途中で生 じた上記の任務にたず さわる議員の空席は 第12条の
規定に従 って補充 される。
'第2章 選 挙 手 続
第7条 欧州議会は 遅 くとも1980年までに 統一的な選挙手続を作成する。
理事会は全会一致でその規定を定め,加 盟国がそれぞれの憲法規定に従 って
受諾するように勧告する。
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2.選 挙手続は,統 一的選挙手続が発効するまで,又,本 規程の他の条項
を留保 して,各 加盟国の国内規定による。
第8条 各加盟国における政党の選挙参加に関す る規定は欧州議会の議員の
選挙にも適用される。
第9条1.欧 州議会の選挙は各加盟国において同一 日に実施される。
2.し か しなが ら,すべての加盟国は,投 票活動を定め られた期 日の深夜
もしくは翌 日に行 うこと,あ るいは定められた期 日を含めて2日 にわたって
行 うことを決めることができる。
3.理 事会は,第14条 の手続に従い,選 挙の結果渉同一 日に公表 される
ことを保障する規則を定めなければな らない。
第10条 欧州議会の選挙は おそ くとも 任期の終了す る1ケ 月前に実施され
る。
2.欧 州議会は選挙の日か らかぞえて1ケ 月の期間を経た最初の火曜 日に
正式に開催される。
3.欧 州議会は新議員による議会の最初の会期まで旧議員に よる議会の機
能を存続 させる。
第11条 欧州議会は,第7条1項 に従 って 採択 される 統一手続が発効する
まで,議 員の資格を審査 し,こ の問題について生ず る異議を裁定する。
第12条 加盟国は,第7条1項 に従 って 採択される統一手続が発効するま
で,ま た,本 規程の他の規定を留保 して,任 期中に空席となった議席を補充
するための適当な手続を定める。 この補充は各加盟国の内部規定によって行
われる。
第3章 過渡規定及び最終規定
第13条1.欧 州議会の最初の選挙は,第9条 の規定を留保 して,お そ く
とも1978年5月の最初の日曜 日に実施される。
2.そ の後の選挙の期 日は,第3条,第9条 及び 第10条を考慮 して,第
14条の手続に従 って定め られる。
第14条 本条に規定 された 手続を参照する場合 もしくは 本規程により欧州
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議会の直接選挙を実現す るために新 しい措置をとることが必要なとき,又,・
この 目的に必要な権限が明確でないとき,理 事会は欧州議会の提案にもとつ
いてその同意のもとに全会一致に より適当な規定を定める。
第15条1.本 規程に よって,欧 州石炭鉄鋼共同体を設立する条約第12条
3項,欧 州経済共同体を設立する条約第138条3項及び欧州原子力共同体を
設立す る条約第108条3項の規定は無効 となる。
2.欧 州石炭鉄鋼共同体を設立する条約第21条1項 及び2項,欧 州経済
共同体を設立する条約第138条1項及び2項 な らびに欧州原子力共同体を設
立する条約第108条1項 及び2項 は本規程の第10条2項 に定め られる日に
無効 となる。
第16条 本規程は ドイツ語,英 語,デ ソーr・一ク語,フ ランス語,ア イルラ
ン ド語,イ タ リア語,オ ランダ語で作成されて,こ れ らのテキス トはすべて
有効 となる。
第17条1.本 規程は加盟国によりその憲法手続に従 って批准される。
2,批 准書はイタ リア共和国政府に寄託 され,そ こか ら各加盟国及び欧州
共同体の諸機関に通告 される。
3.本 規程は最後にこの手続を行 う署名国の批准書が寄託 された 日に効力
を発生する。
以上が昨年の1月14日に欧州議会において採択 された直接普通選挙規程案
である。次に,この規程案におけるいくつかの問題点について述べてみ よう。
m直 接普通選挙規程案における若干の問題点
i)選 挙手続 まず,規 程案第7条1項 に よれば,・おそ くとも1980年ま
でに 「統一的 な選挙手続 」(proc6dure61ectoraleuniforme)を定め ると し
て いるが,こ の場合の 「統一的」(uniforme)とは如何な る意味か。 規程案
を起草 した 政治委員会(lacommissionpolitique)によれば,統 一的手続
の意味は各加盟 国に おいて行われている政治的慣 行に従 って解釈 され るべ き
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であ ると してい る。 そ して,こ れには 民主的伝統(latraditiond6mocra
tique)より帰 結 す る共 通 の要 素,・つ ま り,選 挙 の 自 由 と一 般 性(lalibert6
et1'universalit6des61ections),投票 の 平 等 性(1'69alit6dessuffrageS)
及 び 投 票 の 秘 密 性(lecaractさresecretduscrutin)等の 原 則 が 当 然 に 含 ま
れるとしている。 しか し,た とえば現在,各 国の選挙制度をより詳細になが
め る と,ベ ル ギ ー,デ ン マ ー ク,ア イ ル ラ ン ド,イ タ リ ー,ル ク セ ソ ブ ル
グ,オ ランダの6ケ 国では,比 例代表制 の純粋型 か修正型(1esystさmepur
oumodifi6delarepr6sentationproportionnelle)カ～採 用 さ れ て お り,フ
ラ ン ス とイ ギ リス で は,修 正 多 数 代 表 制(lesystさmemajoritairemodifi6)
(8)
が採用され,一 方,西 ドイツにおいては両者の混合型が採用されている。 こ
れ らの制度は,そ れぞれの加盟国において,す でに国民の意識に定着 してい
るものもあ り,これ らの制度を短かい期間で統一化することが容易な ことと
は思われない。そのため,政 治委員会 としては,当 分の間は選挙手続のすべ
ての面において統一化をすることは不可能 と考えている。そ して,1980年ま
(9)
で に 準 備 す る 共 通 規 則 の 対 象 と な る の は,選 挙 期 日(ladatedes61ections),
(10)
選 挙 年 令(1'agedelamajorit661ectorale),被選 挙 資 格(lesconditions
(11)'
d'61igibilit6)等の 事 項 で あ る 。 又,1978年 の 第1回 目 の 直 接 選 挙 に お い て,
(8)RaPPortPATIJN,OP.cit,P.40.なお,西 欧各国におけ る選 挙制度 の詳細
につ いては,西 平 重喜著 『選 挙の国際比較 一 西 ヨー ロッパ と 日本一』(日本評論
社,昭 和44年)参 照.
(9)規程案第13条 に よれば,最 初 の直接選 挙は,お そ くとも,1978年5月の第1
日曜 日と定 め ている.こ の 日は,元 フ ランス外相 ロベール ・シ ューマ ンが 欧 州
石炭 鉄鋼 共同体の設立 を宣 言 した28回 目の記念 日とな る.(シ ュー=zン宣 言は,
1950年5月9日にパ リQuaid'Orsayのフラソス外務省 「時計 の間」で な され
た).政 治委員会 は,1978年までに,理 事会 に よる 規程 案の検討,各 加盟 国に
よる批 准,国 内選挙法 の 実施 及び 直接選挙 の 準備 が 完 了す る もの と 考 えた 。
RapPortPオTηヱ〉,P.42.しか し,こ れについ ては イギ リス と デ ンマー クが異
議を 唱えてい る。
(iO1960年のDehouse案では,選 挙年令は21才 と統一 され ていた.し か し,そ
の後,ベ ルギ ー,デ ンマ ー ク,イ タ リー を 除 く他 の6ケ 国が選挙年令 を18才 ま
で引 き下げた ので これを 調整す る 必要が 生 じてい る.RaPPortPATIJN,op.
cit,P.42.
⑪ この問題 につ いて も同様 の ことが いえ る.1960年のDehouse案においては,
被選 挙年令 は25才 と決 め られていた.そ の後,各 国において 異 った考慮 がな さ
れ,現 在,4ケ 国が21才 と し,他 の3ケ 国が25才 と してい る.残 りの2ケ 国で
は,上 院 と下 院のいずれ の候補 者 とな るかに よって異 な ると してい る.従 って,
この点 の技術的 な調整 も必要 とされ てい る.RaPPo7tPATIJN,op.cit,p.42.
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直接普通選挙規程案がすでに予定 している統一一化 の規定は,選 挙 の時期(第
9条,第10条,第13条),任 期(第3条),議 員の資格審査(第11条)に
ついてのみであ る。
(12)
ii)国内議会 との関係 政治委員会 の見解に よれば,欧 州議会 の直接選挙
の問題 は,国 内議会 との効果的な関係(desrelationsutiles)を如何 に維持
く　 　
するかという問題とは独立 して考え られなければな らないとしている。現在
の制度では,欧 州議会の存在は,事 実上,国 内議会に 依存 しているけれ ど
も,直 接選挙が実施されるようになると,欧州議会は,そ れ 自体,国 内議会
とは独立 した存在 となる。 ここで生ずる問題は,欧 州議会と国内議会の構成
における関係の問題ではな く,両者の機能関係 とい う問題である。相互の機
能関係を論ずるとすれば,欧 州議会の権限強化の問題を避けては通ることが
できない。欧州議会の直接普通選挙規程案を起草 した政治委員会はこの問題
を注意深 く避けている。欧州議会 と国内議会 との関係において,政 治委員会
(14)
が特に問題に しているのは 「二重委任」(ledoublemandat)の問題である。
ローマ条約第138条1項にもとつ く現在の欧州議会は,国 内議会の議員の う
ちか らそれぞれの国内手続に従 って選 出される議員に よって構成される。そ
のため,そ の手続に従 って選出された議員は,欧 州議会議員としての任務 と
国内議会議員としての任務を二重に遂行することになる。又,直 接普通選挙
規程案第5条 によれば,欧 州議会議員は国内議会議員を兼任す ることを妨げ
ない としているので,こ の場合も二重委任の問題が生ずる。 この二重委任の
⑫ 欧 州議 会 と国 内 議 会 との 関 係 の 問 題 で,重 要 な こ との ひ とつ は政 党 に関 す る も
の で あ る と思 わ れ る.又,欧 州 共 同体 に 関す る政 策 決 定 に お い て,欧 州議 会 と国
内 議 会 が 如 何 な る役 割 を 演 ず るか に つ い て,次 の文 献 を 参 照.
P.GINESTET,LeParlementeurope'en,Quesais-je?,1970.pp,105-111.
M.Niblock,TheEEC:NαtionalParliamentinCommunityDecision-mahiig,
April1971,pp.66-92.J.-L.BURBAN,"Rela七ionsentreParlementeuro-
p6enetParlementsnationaux,,'Revue伽MarchiCommun1970.pp.780-
798.
(③RaPψortPATIJN,op.cit.,p,43.
⑭ 規程 案 の 趣 旨説 明 に お い て,Patijn報 告 は,直 接 選 挙 制 の 主 要 な 目的 の ひ と
つ は,二 重 委 任 よ り生 ず る議 員 の 加 重 な 任 務 を軽 減 す る こ とで あ る と して い る.
RaPPortPATIJZ▽,op.cit.pp.13-14.
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問題は,現 在の制度では必然的であるが,規 程案のもとでは任意的 となる。
政治委員会は,こ の場合,国 内議会に議席を保持 しつつ,欧 州議会の議員に
当選 したものの国内議会における任務は,欧 州議会におけ る任務を可能なか
ぎ り円滑に遂行することができるよち に,で きるだけ軽減すべきであるとし
くユらラ
ている。一方,法 律委員会は,欧 州議会の自立性が長期にわたって確保 され
るためには,二 重委任は 廃止 されなければ な らないとして,規 程案第5条
く　 　
は,次 の如 く修正されるべきとしている。
「欧州議会議員の身分は,第7条1項 の規定にもとついて採択 される手続
が発効することを考慮 して,国 内議会議員の身分 とは両立 しない。」
これは二重委任の問題をより徹底 した形で否定 したものであるといえる。
欧州議会の直接選挙は,本 来,欧 州議会の議員に国内議会か ら独立 した地位
を付与することを目的 としたものであ り,又,す べての議員が欧州議会の任
務に全面的に献身 しうる可能性を付与す ることを意図 したものである。 とす
ロわ
れば,法 律委員会の修正案は妥当なものと思われる。
iii)議員の定数 欧州議会において各加盟国に議席を如何に配分するかの
問題は,規 程草案作成の段階においても,規 程案採択後においても,こ の直
接普通選挙制の実施にともな う一つの主要なポイソ トとなっている。規程案
の起草にさい して,欧 州議会の機能性 と代議制が可能なかぎり発揮され うる
ように とい う観点か ら,議 員定数及び議席の配分が検討された。議員定数に
関 して,現 在の総数198議席は,欧 州議会に課せ られた任務を実 りあるもの
くユ　　
として遂行するためには不充分であると考えられた。つ まり,欧州共同体の
総人 口約2億5千 万人の国民を代表する議会 として,現 在の欧州議会の議席
数は充分なもの とは考えられない。欧州議会が欧州共同体の真の議会的機関
としての機能を営むためには,最 底600ない し700の議席が必要 とされてい
く　　
る 。 しか し,現 在 の 欧 州 議 会 に 付 与 さ れ た 権 能 と そ の 任 務 の 量 か らす れ ば,
a$Rap少07tPATIJ2>,oP.cit.,P.44.a㊧RapPortPATIJN,,oP.cit.,P,66.
⑰ しか し,こ の点 に 関す る法 律 委 員 会 の修 正 案 は,最 終 的 に欧 州 議 会 の受 け 入れ
る と ころ とな らなか った.
a$Rap少ortPATIJN,oP.cit.,P,16.(⑨Ibid.
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く　
これ らの議席を完全に備える必要はまだないと考えられた。それでも,共 同
体の将来の発展 とくに欧州議会の権能の強化を考慮 して,政 治委員会の多数
く　
の委員は,総 数550議席が適当であるとした。 しか し,欧 州議会は この点に
関する政治委員会の原案を受け入れず,法 律委員会の修正提案である総議席
くヨ　　
数355を最終的に採択 した。法律委員会の見解によれば,総 議席数を550と
すれば,一 挙に現在の3倍 に近い議席 となり変化が急激にすぎる。従 って,
　 　
最初の10年間は355議席が 適当であるとした。 法律委員会が欧州議会の議
員の定数を決めるさいに考慮 されなければな らない点 として指摘 しているの
く　の
は次の3点 である。
1.共 同体のすべての国民を充分に代表す るものであること。
2.議 会の任務 と権限が最 もよく確保 されるように設定されるものである
こと。
3.共 同体の漸進的拡大(た とえば,ギ リシア,ポ ル トガル,ノ ルゥェー
等の加入)も しくは議会における任務の多様化 より生ずるその後の議席
増加を妨げないものであること。
又,加 盟国内における議席の配分にさい して留意すべき基準 として掲げた
く　 　
のは次の3点 である。
1.加 盟国の人 口と欧州議会の議員の定数 との間の比例性を最大限に確保
すること。
2.議 席の新配分に よって,い かなる加盟国の議席数 も,現 在保持す る議
席数 より少な くならないこと。
3。 加盟国における主要な政党はすべて欧州議会に代表を送ることが認め
られること。
以上の諸点は,さ らに,次 の作業に よって具体的な議席配分に反映 されて
く　
い る 。
a)人 口100万 人 ま で は,各 国 は6議 席 を 獲 得 す る 。
⑳Ibid.(2DIbid,p.46.(22)Ibid.(幼Ibid.p.16.
餌lIbid.p.17.etp.63,⑫ ⇒Ibid.p.63㈲Ibid.p.17。etp.64.
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b)人 口が100万人か ら250万人 までの国 は,さ らに6議 席 を追加 され る。
c)人 口500万人 までは,50万 人毎に さ らに1議 席を追加 され る。
d)人 口500万人か ら1,000万人 までは,人 口75万人毎に 各国は さらに
1議席 を追加 され る。
e)人 口1,000万人か ら5,000万人 までの間で は,各 国は100万人毎に さ
らに1議 席を獲得す る。
f)人 口5,000万人 以上 の場合には,各 国は150万人毎に さ らに1議 席を
獲得す る。
以上 の方 式に よ り1973年現在 の 各茄盟国 の人 口を もとに して 配分 した結
(27)
果を図式化すれば次のとお りである。
(単位100万人)
国 名
?
?
?
?
?
「
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ア イ ル ラ ン ド
イ タ リ ー
ル クセ ン ブル グ
?
?
?
?
?
?
?
?
人 口
(1973)
9.7
5.0
61.7
51.7
3.0
543
0.35
13.3
55.8
a)
欝1葵呂
6[8.7
4.06
60.76
650.7
62.0
53.36
6
12.36
54.86
b)
奮雰1葵呂
67.2
2.5
59.26
49.26
60.5
51.8
10.8
53.36
c)
茜謝葵呂
4.75
5
56.75
46.75
1
49.35
8.35
50.45
d)
欝1葵呂
?
?
?
?
?
?
?
?
?
51.7
41.7
44.3
3.3
45.8
e) ⊥
欝i葵罐雰
?
?
?
?
?
?
?
一1-
11.プ8
1.72
4.33
5.84
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?。
?
?
?
働Ibid.p.18.etp.65.参 考 ま で に,各 国 間 の 議 席 配 分 に つ い て な され た い く
つ か の提 案 の一 覧 表 を 次 にか か げ る.cf.TheEconomist,op.cit.p.57.
羅離 監州醗 陵 馨 髭ラン豪;礁曇
【
?
?
?
、?
【
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
24
14
128
108
10
113
6
31
116
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
? 198 355 550 284 384
74 商 学 討 究 第27巻 第1号
w結 語
現在,欧 州統合の進展を阻害 している最大の要因は,加 盟国内の政治的経
済的利害の対立 もさることなが ら,加盟国国民一般の無関心であるとされて
く　　
いる。欧州議会の直接選挙が実施 され,各 加盟国の国民が直接に欧州議会議
員を選出す るようになると,共 同体 レベルの 問題に 対する 各国国民の関心
は,現 在 よりもはるかに強まることになろ う。従って,政 治委員会の趣 旨説,
明に述べ られているように,欧 州議会の直接選挙は,欧 州統合を進展させる
ための不可欠なステ ップであるといえる。同時に,欧 州議会の直接選挙は,
国際機構の発展史上においてもきわめてユニークな事例を提供することにな
る。それは,ILO総 会等における代表制 と同一座標上に位置するものであ
るともいえようが,そ の規模 と範囲においてはるかに徹底 した形で個人の国
際社会における直接性が確保 される制度であるといえる。r方,欧 州議会に
おける直接選挙は,次 の段階において,当 然に欧州議会の権限の強化拡大にく　　
連 結す るものである。(1976.6.16)
《追 記 》 そ の 後,7月12日,ブ リュ ッセ ル で 開 か れ た 欧 州 共 同 体9か 国 首
脳 に よ る欧 州 理 事 会 は,欧 州 議 会 の 定 数 と各 国 の 議 席 配 分 に つ い て 次 の よ う
な 合 意 に 達 した 。 これ は 最 終 的 な 合 意 に な る も の と観 測 さ れ て い る。
ベ ル ギ ー(24),デ ン マ ・一 ク(16),西 ドイ ツ(81),フ ラ ン ス(81),ア イ'
ル ラ ン ド(15),イ タ リー(81),ル クセ ン ブル グ(6),オ ラ ン ダ(25),
イ ギ リス(81),総 計410(1976.7.14)
㈱R.LEGRAND-LANEetE.BUBBA,op.cit.,p.232.
⑳RapPortPATIJN,op.cit.,P.50.Ernst-wernerFuss,"strengthening
thepositionoftheEuropeanParliament,"Basic1)roblemsoftheEuro-
peanCo御 η那伽 妙byP.D.Dagtoglou,BasilBlackwell,Oxford1975,
pp.143-162.なお,欧 州 議 会 に 関す る 邦文 の 交献 と して は 次 の もの を掲 げ て お
く.金 丸 輝 雄 「ヨー ロ ッパ 共 同 体 「議 会 」 の分 析 」 社 会 科 学(同 志 社大 学 人 文 科
学 研 究 所)Vo1・VI,No・2,29-65頁.広部 和 也 「ヨー-Ptッパ 議 会 の 権 能 とそ の
拡 大 強 化 」(埼 玉 大 学 紀 要)第10巻,1974年,13-31頁.高 野 雄 一 ・筒 井 若 水
『国 際 経 済 組 織 法 』(東 京 大 学 出版 会,昭 和40年)・302-309頁.
